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１　土地開発公社の事業概況

　（１）土地開発公社の位置づけ

　当公社は、昭和４５年２月民法法人として設立され、昭和４８年３月に「公有地の拡大の

推進に関する法律」（昭和４７年法律第６６号）に基づき「地方公共団体に代わって土地の

先行取得を行うこと等を目的」とした公法人として組織変更され、現在に至っている。

　主な業務は次のとおりであり、公共用地取得業務を通じ、社会資本整備の推進に寄与して

いる。

○土地造成事業

　住宅用地の造成事業その他土地の造成に係る公営企業に相当する事業のうち、内陸工業

用地の造成事業

○あっせん等事業

　地方公共団体その他の公共的団体の委託に基づき、土地の取得のあっせん、調査、測量、

その他これらに類する業務を行う事業

　（２）土地開発公社を取り巻く現状

　長期に亘る地価の停滞や公共事業の抑制により、土地開発公社の一義的役割である先行取

得の必要性が低下するなど、公社を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況が続いている。

　しかしながら、本県は、全国的に見て社会資本の整備が遅れており、また、震災や地球温

暖化による自然災害の激甚化に備えるため、今後も様々な社会資本の整備や防災対策などに

対する県民の要請は高まるものと思われ、当公社としては、その専門性を十分に生かし、複

雑・高度化する用地取得を円滑・迅速に進め、本県の社会資本の整備の推進に寄与していく

ことが責務であると認識している。

　このような中で、県が用地取得体制の効率化と公社経営の安定化のため平成２４年度から

導入した「用地補償業務委託」制度によるあっせん業務の受託により、県の社会資本の整備

の推進に着実に貢献するとともに、当公社の経営の改善が図られ、平成２６年度より黒字に

転換した。

　令和２年度は、青森中核工業団地に係る特別損失として土地整備準備引当金繰入額を計上

Ⅰ　事 業 報 告 書
（自 令和７年４月１日　至 令和８年３月３１日）
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したことにより赤字決算となったが、令和３年度以降は再び黒字決算となっている。

２　事 業 実 績

　土地造成事業は、青森中核工業団地の整備工事等に要する費用で、３５１万４，０００円、

あっせん等事業は、県からの用地補償業務委託費で、取得面積は１１万３，１４３．７７㎡、

金額は用地費、補償費等を合わせて１２億１，４８９万１，８５７円、土地造成事業と

あっせん等事業の合計は１２億１，８４０万５，８５７円で、対前年度比約２４．１％減と

なっている。

　青森中核工業団地は、平成１２年７月から分譲を開始し、全６７分譲区画のうち、４４区

画が分譲済みであり、分譲率は約５８．８％となっている。

　賃貸事業は、平成１７年７月から開始し、５区画が貸付済みとなっている。

　分譲・賃貸を合わせた面積ベースでの利用率は約６５．２％となっている。

　事業の実施状況は３～４ページのとおりとなっている。

３　今後の課題

　令和５年度に策定した中期経営計画（令和６年度～令和１０年度）に基づき、社会基盤の

整備に寄与するため、受託業務の確実な履行と健全経営の維持に努める。

　土地造成事業については、青森中核工業団地の更なる分譲促進のために分譲用地及び賃貸

用地の適正な維持管理に努める。

　あっせん等事業については、今後とも県の「用地補償業務委託」制度を活用して公社の安

定した経営基盤の確立を図り、さらに一層の経費節減に努める。
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○事業の実施状況

①土地造成事業

青森中核工業団地造成事業

（青森市大字合子沢地内ほか） 1 3,514,000

計（１件） 1 3,514,000

②あっせん等事業

青森県東青県土整備事務所

（3･4･2号西滝新城線道路改築工事(新城第2工区)ほか10件） 0 0

青森県中南県土整備事務所

（弘前鯵ヶ沢線交通安全施設整備工事ほか9件） 0 0

青森県三八県土整備事務所

（十和田三戸線交通安全施設整備工事ほか10件） 0 0

青森県上北県土整備事務所

（国道２７９号道路改良工事ほか10件） 0 0

計（４３件） 0 0

1 3,514,000

契約等件数 金　　　額

合　　計（４４件）

事

工 事 費 等事　業　名
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（ 単 位 ： ㎡ 、円 ）

0 0.00 0 0 0 1 3,514,000

0 0.00 0 0 0 1 3,514,000

26 1,740.12 37,490,776 50 328,130,435 76 365,621,211

71 11,047.03 51,381,942 67 314,646,182 138 366,028,124

38 16,254.41 27,769,080 22 303,112,471 60 330,881,551

56 84,102.21 71,913,731 15 80,447,240 71 152,360,971

191 113,143.77 188,555,529 154 1,026,336,328 345 1,214,891,857

191 113,143.77 188,555,529 154 1,026,336,328 346 1,218,405,857

備考

契約件数 面　　　積 金　　　額 契約件数 金　　　額 契約件数 金　　　額

業 実 績

用　　　　地　　　　費 補　償　費 合         計
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　Ⅱ　決 算 財 務 諸 表

１.財　産　目　録

２.損 益 計 算 書

３.貸 借 対 照 表

４.キャッシュ・フロー計算書
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令和８年３月３１日現在

3,389,857,830

① 普通預金 382,674,446 1,145,674,446

　㈱青森みちのく銀行　

定期預金 763,000,000

　青森県信用組合

② 事業未収金 18,951,100 31,280,841

その他の未収金 12,329,741

③ 2,212,881,949

223,033.13㎡

④ 20,460

⑤ 134

483,989,944

① 有形固定資産 139,812,699

ア． 青森県共同ビル区分所有権

138,676,790

イ． 1,135,909

② 無形固定資産 3,013,820

ア．電話加入権 505,820

イ． 青森県共同ビル財務会計システムほか

2,508,000

③ 投資その他の資産 341,163,425

ア．長期定期預金 ㈱青森みちのく銀行 10,000,000

イ．

41,000.25㎡ 331,163,425

令和8年度旅費計算ソフトサポート料ほか

未収収益

工具、器具及び備品 電話設備ほか4点

定期預金受取利息

前払費用

２．固 定 資 産

賃貸事業の用に供する土地 青森中核工業団地賃貸用地（5区画）

その他の無形固定資産

建物又はその附属設備

　用地補償業務委託料

　青森県共同ビル共益費ほか

青森中核工業団地造成事業用地完成土地等

１．財産目録

１．流 動 資 産

資 　産   の　 部 摘　　　　　　　　要 金　　　額

現金及び預金

未収金

資 　産　 合　 計 3,873,847,774
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(単位：円)

29,504,304

① 事業未払金 5,828,906 19,481,874

その他の未払金 13,652,968

② 前受収益 3,054,000

③ 預り金 市町村民税ほか 554,346

④ 引当金 賞与引当金 6,249,084 6,414,084

　令和8年6月支給期末勤勉手当

165,000

（1年以内）

２．固 定 負 債 2,040,655,176

① 長期借入金 証書借入金 1,747,297,776

　青森県

② 引当金 退職給付引当金 88,528,390 255,539,100

　公社職員 9名

167,010,710

③ 長期預り金 37,818,300

（5社）ほか 

2,070,159,480

1,803,688,294

負 　債   の 　部 摘　　　　　　　　要 金　　　額

１．流 動 負 債

　青森中核工業団地固定資産税ほか

青森中核工業団地4月分賃貸料（5区画）

未払金

　青森共同ビル固定資産税ほか

土地整備準備引当金

青森中核工業団地賃貸借契約保証金

負　　債　　合　　計

土地整備準備引当金

差　引　正　味　財　産
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(単位:円)　　

１．事　業　収　益

① 土地造成事業収益

ア. 36,648,000 36,648,000

② 附帯等事業収益

ア. 16,880 16,880

③ あっせん等事業収益 113,444,100 150,108,980

２．事　業　原　価

① 土地造成事業原価

ア. 18,433,800 18,433,800

② あっせん等事業原価 72,897,964 91,331,764

58,777,216

３．販売費及び一般管理費 50,071,420

8,705,796

４．事　業　外　収　益

① 2,885,435

② 共同ビル賃貸収益 27,060,684

③ 1,521,450 31,467,569

５．事　業　外　費　用

① 共同ビル管理費 36,176,488 36,176,488

3,996,877

６．特　別　損　失

① 土地整備準備引当金繰入額 3,514,000 3,514,000

482,877

造成地賃貸原価

事　業　総　利　益

事　 業   利   益

受 取 利 息

雑 収 益

経　 常   利   益

当　期　純　利　益

２． 損 益 計 算 書　
(自　令和7年4月1日　　至　令和8年3月31日）

造成地賃貸収益

附帯事業収益
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(単位:円)　　

１．流　動　資　産

① 1,145,674,446

② 31,280,841

③ 2,212,881,949

④ 20,460

⑤ 134

流動資産合計 3,389,857,830

２．固　定　資　産

① 有形固定資産

ア. 315,310,409

減価償却累計額 176,633,619 138,676,790

イ. 3,326,100

減価償却累計額 2,190,191 1,135,909

有形固定資産合計 139,812,699

② 無形固定資産

ア. 505,820

イ. 2,508,000

無形固定資産合計 3,013,820

③ 投資その他の資産

ア. 長期定期預金 10,000,000

イ. 賃貸事業の用に供する土地 331,163,425

投資その他の資産合計 341,163,425

固定資産合計 483,989,944

資産合計 3,873,847,774

工具、器具及び備品

電話加入権

その他の無形固定資産

建物又はその附属設備

現 金 及 び 預 金

未 収 金

完 成 土 地 等

前 払 費 用

未 収 収 益

３． 貸 借 対 照 表
(令和8年3月31日現在）

資　産　の　部
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(単位:円)　　

１．流　動　負　債

① 19,481,874

② 3,054,000

③ 554,346

④

ア. 賞与引当金 6,249,084

イ. 165,000 6,414,084

流動負債合計 29,504,304

２．固　定　負　債

① 1,747,297,776

②

ア. 退職給付引当金 88,528,390

イ. 167,010,710 255,539,100

③ 37,818,300

固定負債合計 2,040,655,176

負債合計 2,070,159,480

１．資　本　金

① 10,000,000

資本金合計 10,000,000

２．準　備　金

① 1,793,205,417

② 482,877

準備金合計 1,793,688,294

資本合計 1,803,688,294

負債及び資本合計 3,873,847,774

当 期 純 利 益

資　本　の　部

土地整備準備引当金

長 期 預 り 金

前 期 繰 越 準 備 金

基 本 財 産

未 払 金

前 受 収 益

預 り 金

引 当 金

長 期 借 入 金

引 当 金

土地整備準備引当金(1年以内)

負　債　の　部
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（単位：円）

Ⅰ．事業活動によるキャッシュ・フロー

　①公有地取得事業収入 0

　②土地造成事業収入 36,664,880

　③その他事業収入                                                                                                                                                                                                                                                                277,250,263

　④補助金等収入 0

　⑤公有地取得事業支出 0

　⑥土地造成事業支出

　　　　ア.取得に係る支出

　　　　イ.管理に係る支出 △ 107,166,466 △ 107,166,466

　⑦その他事業支出 △ 72,078,697

　⑧人件費支出 △ 25,606,892

　⑨その他の業務支出 △ 177,967,674

小計 △ 68,904,586

　⑩利息の受取額 2,885,435

事業活動によるキャッシュ・フロー △ 66,019,151

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

　①投資有価証券の取得による支出 0

　②投資有価証券の売却による収入 0

　③定期預金の預入による支出 △ 763,000,000

　④定期預金の払戻による収入 752,000,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 11,000,000

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　①短期借入による収入 0

　②短期借入金の返済による支出 0

　③長期借入による収入 0

　④長期借入金の返済による支出 △ 172,232,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 172,232,000

Ⅳ．現金及び現金同等物増加額（又は減少額） △ 249,251,151

Ⅴ．現金及び現金同等物期首残高 631,925,597

Ⅵ．現金及び現金同等物期末残高 382,674,446

注記

１：現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,145,674,446

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 763,000,000

合計 382,674,446

４．キャッシュ・フロー計算書

  （自 令和7年4月1日　至 令和8年3月31日）

- 11 -



注 記 事 項 

 

１．重要な会計方針 

 

 (1) 土地開発公社経理基準要綱 

    「土地開発公社の経理について」 （昭和 54年 12月 19日付け自治政第 13号）による土

地開発公社経理基準要綱 （ 「土地開発公社の経理について」の一部改正について（平成 17

年１月 21日総行地第 148号、以下「新要綱」という。））に準拠している。 

 

 (2) 棚卸し資産の評価基準及び評価の方法 

   完成土地等…評価基準は個別法、評価の方法は原価法によっている。 

 

 (3) 固定資産の減価償却の方法 

   固定資産は定額法によっている。 

   耐用年数は法人税法に規定する耐用年数を適用している。 

 

 (4) 引当金の計上基準 

  ア．賞与引当金 

    役員及び職員に対する賞与の支給にあてるため、将来の支払見込額のうち当期に発

生した額を計上している。 

  イ．退職給付引当金 

    職員の退職給付に備えるため、当期末の自己都合退職による期末要支給額の全額を

計上している。 

  ウ．土地整備準備引当金 

    青森中核工業団地未売却用地について、進出企業の要請による再分割工事及び天災

による補修等費用を各年度積立し、計上している。 

 

 (5) 消費税等の会計処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税込経理方式によっている。 
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Ⅲ　理事会開催状況

第１３４回理事会開催 令和　７年　５月３０日

第１３５回理事会開催 令和　８年　３月２６日

令和８年度資金計画案

青森県土地開発公社決裁規程の一部を改正する規程案

専決処分した事項の報告及び承認を求めることについて

議　　　　決　　　　事　　　　項

議 決 年 月 日 件　　　　　　　　　　名

令和　７年　５月３０日 令和６年度事業報告及び決算の認定

青森県土地開発公社就業規則の一部を改正する規則案

青森県土地開発公社常勤役員給与規程の一部を改正する規程案

令和８年度事業計画案

令和８年度予算案

青森県土地開発公社財務規程の一部を改正する規程案

令和　８年　３月２６日 令和７年度事業計画の一部変更計画案

令和７年度補正予算（第１号）案

令和７年度資金計画の一部変更計画案
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